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法令及び定款に基づくインターネット開示事項

連　結　注　記　表

個　別　注　記　表
(平成28年１月１日から平成28年12月31日まで)

株式会社倉元製作所

「連結注記表」及び「個別注記表」につきましては、法令及び定款の規定に基づき、当社ウ

ェブサイト（http://www.kuramoto.co.jp/）に掲載することにより株主のみなさまに提供し

ております。

表紙
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連結注記表

１．継続企業の前提に関する注記

　当社グループは、前連結会計年度までに２期連続で営業損失、経常損失、親会社株主に帰

属する当期純損失を計上しております。当社は、平成28年１月29日に、連結子会社であった

株式会社ＦＩＬＷＥＬの全株式を売却し、借入金の圧縮と一定の資金を確保したものの、当

連結会計年度においては、売上高が計画値を大きく下回り、営業損失576百万円、経常損失

618百万円を計上するとともに、工場の減損処理を行ったことで、親会社株主に帰属する当

期純損失1,971百万円を計上するに至っております。また、当該損失計上により、自己資本

は482百万円、自己資本比率は11.7％まで低下しております。そのような状況を受け、当社

は、抜本的再建計画を策定するまでの平成28年９月末から平成29年３月末までの借入金の返

済を猶予することについて全取引金融機関から同意を得ておりますが、取引金融機関によっ

て期限の利益の確保が短期にとどまっている状況が継続しております。これらにより、継続

企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

　そこで、当社グループは当該状況を解消し、早期の収益構造の改善を推進するため、以下

の経営改革施策を実施しております。

①三重工場を平成28年12月に閉鎖し、若柳工場及び花泉工場に工程を集約し、業務の効率

性、生産性向上を図っております。

②希望退職優遇制度を導入し、108名の希望退職の申入れがありました。

③外注業務の内製化等、抜本的なコスト削減を行います。

④新商品開発事業からの撤退又は売却により損失の最小化を図ります。

　これらの施策については、毎月１回開催する製販会議において進捗状況を把握し、ＰＤＣ

Ａマネジメントを徹底することで、早期の収益向上、財務体質の改善を推進してまいりま

す。

　しかし、上記諸施策では安定的な事業運営のための資金確保及び正常な形での借入金の返

済を行うための原資を確保するには十分でないことから、当社グループは更なる抜本的な事

業再生計画の策定に着手しております。そして、当該事業再生計画に基づき、平成29年４月

以降の返済計画について全取引金融機関から同意が得られるよう協議してまいります。

　これらの諸施策並びに抜本的な事業再生計画の策定及び実行は実施途上であり、現時点で

は継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

　なお、連結計算書類は継続企業を前提として作成されており、このような継続企業の前

提に関する重要な不確実性の影響を連結計算書類には反映しておりません。
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２．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 連結の範囲に関する事項

① 連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　　　１社

・連結子会社の名称　　　　　　　　株式会社倉元マシナリー

　前連結会計年度において連結子会社であった株式会社ＦＩＬＷＥＬは、平成28年１月

29日に当社の保有する全株式を譲渡したことに伴い、当連結会計年度より連結の範囲か

ら除外しております。

② 非連結子会社の状況

・非連結子会社の名称　　　　　　　株式会社倉元ライフステーション

・連結の範囲から除いた理由　　　　上記非連結子会社は、小規模であり、総資産、売

上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算

書類に重要な影響を及ぼさないため、連結範囲か

ら除外しております。

(2) 持分法の適用に関する事項

① 持分法適用の関連会社数

持分法適用の関連会社はありません。

② 持分法を適用していない非連結子会社（株式会社倉元ライフステーション)は、当期純損

益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から

除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため

持分法の適用範囲から除外しております。
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(3) 会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

その他有価証券

　・時価のあるもの　　　　　　　連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

　・時価のないもの　　　　　　　総平均法による原価法

ロ．たな卸資産

製品、仕掛品、原材料、貯蔵品　　主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は

収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

貯蔵品(上記を除く)　　　　　　　最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

よる簿価切下げの方法により算定）

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産　　　　　　　　　定率法

ただし、平成10年４月１日以後に取得した建物（建

物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以後に

取得した建物附属設備及び構築物については、定額

法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　10年～41年

機械装置及び運搬具　 4年～14年

ロ．無形固定資産　　　　　　　　　定額法

ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内

における利用可能期間（５年）に基づく定額法によ

っております。

③ 重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

ロ．役員退職慰労引当金　　　　　　役員退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく

期末要支給額を計上しております。

④ 退職給付に係る会計処理の方法

イ．退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属さ

せる方法については、給付算定式基準によっております。

ロ．数理計算上の差異の費用処理方法

　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会

計年度から費用処理しております。

⑤ 外貨建資産又は負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。

⑥ その他連結計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理　　　　　　　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しております。
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３．会計方針の変更に関する注記

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業

結合会計基準」という。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 

平成25年９月13日。以下「連結会計基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基

準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）

等を当連結会計年度から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変

動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年

度の費用として計上する方法に変更しております。また、当連結会計年度の期首以後実施

される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを

企業結合日の属する連結会計年度の連結計算書類に反映させる方法に変更しております。

加えて、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更

を行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基

準第44－５項(4)及び事業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っ

ており、当連結会計年度の期首時点から将来にわたって適用しております。

　これによる連結計算書類に与える影響はありません。

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務

上の取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平

成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法か

ら定額法に変更しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

４．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

建物及び構築物 596,893千円

機械装置及び運搬具 61,079千円

土地 1,764,649千円

計 2,422,622千円

　上記の物件に対応する債務

短期借入金 2,391,839千円

長期借入金 755,343千円

計 3,147,182千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 24,644,449千円

(3) 連結会計年度末日満期手形の処理について

　連結会計年度末日満期手形の処理は、手形交換日をもって決済処理しております。したが

って、当連結会計年度末日は金融機関が休日のため、次のとおり連結会計年度末日満期手形

が当連結会計年度末残高に含まれております。

支払手形 11,283千円

営業外支払手形 3,583千円

－ 4 －
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５．連結損益計算書に関する注記

(1) 減損損失

　当連結会計年度において、当社グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類

宮城県栗原市 ガラス基板加工設備 機械装置他

岩手県一関市 ガラス基板加工設備 機械装置他

三重県津市 ガラス基板加工設備 機械装置他

岩手県一関市 新事業製造設備 機械装置他

宮城県栗原市他 全社資産 土地他

　当社グループは、原則として事業用資産については事業部を基準としてグルーピングを行

っており、遊休資産については個別資産ごとにグルーピングを行っております。

　ガラス基板加工設備については、現在の事業環境及び今後の業績見通し等を勘案し将来の

回収可能性について検討いたしましたが、早期の改善が困難であり、回収可能性が乏しいと

認められた資産について、帳簿価額を回収可能額まで減額し、当該減少額を減損損失

2,538,383千円として特別損失に計上しております。その内訳は建物及び構築物933,736千円、

機械装置及び運搬具308,210千円、土地1,242,095千円、その他の有形固定資産22,697千円、

無形固定資産31,643千円であります。

　新事業製造設備については、新商品開発事業からの撤退を意思決定したことから、回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損損失5,352千円計上しております。その内訳は建物及び

構築物2,152千円、機械装置及び運搬具805千円、その他の有形固定資産2,308千円、無形固定

資産86千円であります。

　全社資産については、時価が著しく下落した資産の帳簿価額を回収可能額まで減額し、当

該減少額を減損損失115,007千円として特別損失に計上しております。その主な内訳は建物

及び構築物57,592千円並びに土地57,364千円であります。

　なお、上記の回収可能価額は、正味売却価額と使用価値のいずれか高い方の金額により測

定しております。正味売却価額のうち土地については、不動産鑑定評価額又は固定資産税評

価額に基づき算定しており、使用価値については、将来キャッシュ・フローを6.34％で割り

引いて算定しております。

(2) 事業構造改善費用

　当社の退職者への特別加算金等155,582千円、三重工場閉鎖関連費用34,241千円、新事業た

な卸資産評価損39,523千円、コンサル費用等106,190千円を事業構造改善費用として特別損失

に計上いたしました。

－ 5 －
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６．連結株主資本等変動計算書に関する注記

発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 16,143,170株 －株 －株 16,143,170株

７．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達について

は銀行借入による方針であります。デリバティブは、借入金の金利変動リスクを回避するた

めに利用し、投機的な取引は行いません。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リス

クに関しては、当社グループ各社の与信管理方針に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管

理を行うとともに、主な取引先の信用状況を決算期ごとに把握する体制としております。

　投資有価証券である株式等は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上

の関係を有するものであり、定期的に時価を把握しております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。

　借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備

投資に係る資金調達であります。

　また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、各

社が月次に資金繰計画を作成するなどの方法により管理しております。

－ 6 －
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

　平成28年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。

(単位：千円)

連結貸借対照表計上額
(※1)

時価
(※1)

差額

① 現金及び預金 160,652 160,652 －

② 受取手形及び売掛金 891,516 891,516 －

③ 投資有価証券

 その他有価証券 15,879 15,879 －

④ 支払手形及び買掛金 (95,390) (95,390) －

⑤ 短期借入金 (2,408,600) (2,408,600) －

⑥ 未払金 (184,468) (184,468) －

⑦ 長期借入金(※2) (762,983) (762,983) －

　(※1) 負債に計上されているものについては、( )で示しております。

　(※2) 長期借入金については、１年内返済予定の長期借入金も含めて示しております。

(注1) 金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

① 現金及び預金、並びに② 受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。

③ 投資有価証券

　投資有価証券の時価について、株式等は取引所の価格によっております。

④ 支払手形及び買掛金、⑤ 短期借入金、並びに⑥ 未払金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。

⑦ 長期借入金

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想

定される利率で割り引いた金額とほぼ等しいと想定されることから、当該帳簿価額によっ

ております。

(注2) 投資事業有限責任組合出資金（連結貸借対照表計上額０千円）及び非上場株式(連結貸借

対照表計上額1,507千円)は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ること

ができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「③ 投資有価証券　その

他有価証券」には含めておりません。

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 29円87銭

(2) １株当たり当期純損失 122円15銭

９．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

10．その他の注記

　連結納税制度を適用しております。

－ 7 －
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個別注記表

１．継続企業の前提に関する注記

　当社は、前事業年度までに２期連続で営業損失、経常損失、当期純損失を計上しておりま

す。当社は、平成28年１月29日に、連結子会社であった株式会社ＦＩＬＷＥＬの全株式を売

却し、借入金の圧縮と一定の資金を確保したものの、当事業年度においては、売上高が計画

値を大きく下回り、営業損失592百万円、経常損失644百万円を計上するとともに、工場の減

損処理を行ったことで、当期純損失473百万円を計上するに至っております。また、当該損

失計上により、自己資本は485百万円、自己資本比率は12.0％まで低下しております。その

ような状況を受け、当社は、抜本的再建計画を策定するまでの平成28年９月末から平成29年

３月末までの借入金の返済を猶予することについて全取引金融機関から同意を得ておりま

すが、取引金融機関によって期限の利益の確保が短期にとどまっている状況が継続しており

ます。これらにより、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており

ます。

　そこで、当社は当該状況を解消し、早期の収益構造の改善を推進するため、以下の経営改

革施策を実施しております。

①三重工場を平成28年12月に閉鎖し、若柳工場及び花泉工場に工程を集約し、業務の効率

性、生産性向上を図っております。

②希望退職優遇制度を導入し、108名の希望退職の申入れがありました。

③外注業務の内製化等、抜本的なコスト削減を行います。

④新商品開発事業からの撤退又は売却により損失の最小化を図ります。

　これらの施策については、毎月１回開催する製販会議において進捗状況を把握し、ＰＤＣ

Ａマネジメントを徹底することで、早期の収益向上、財務体質の改善を推進してまいりま

す。

　しかし、上記諸施策では安定的な事業運営のための資金確保及び正常な形での借入金の返

済を行うための原資を確保するには十分でないことから、当社は更なる抜本的な事業再生計

画の策定に着手しております。そして、当該事業再生計画に基づき、平成29年４月以降の返

済計画について全取引金融機関から同意が得られるよう協議してまいります。

　これらの諸施策並びに抜本的な事業再生計画の策定及び実行は実施途上であり、現時点で

は継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

　なお、計算書類は継続企業を前提として作成されており、このような継続企業の前提に

関する重要な不確実性の影響を計算書類には反映しておりません。

－ 8 －
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２．重要な会計方針に係る事項

(1)資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

ア.子会社株式　　　　　　　　　　 移動平均法による原価法

イ.その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

・時価のないもの　　　　　　　　総平均法による原価法

② たな卸資産の評価基準及び評価方法

製品、仕掛品、原材料、貯蔵品　　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下による簿価切下げの方法により算定）

貯蔵品(上記を除く)　　　　　　　最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

よる簿価切下げの方法により算定）

(2)固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産　　　　　　　　　　 定率法（ただし、平成10年４月１日以後に取得した

建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月１

日以後に取得した建物附属設備及び構築物について

は、定額法を採用しております。）を採用しており

ます。

なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

建物　　　　 　18～31年

機械及び装置　　4～14年

② 無形固定資産　　　　　　　　　　 定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

自社利用のソフトウエア　　５年

－ 9 －
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(3)引当金の計上基準

① 貸倒引当金　　　　　　　　　　 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

② 退職給付引当金　　　　　　　　 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事

業年度末までの期間に帰属させる方法については、給

付算定式基準によっております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）に

よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理することとしております。

(4)その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

① 外貨建資産又は負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。

② 退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理方法は、連結計算書類における会計処

理方法と異なっております。

③ その他計算書類作成のための基本となる事項

消費税等の会計処理　　　　　　　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しております。

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業

結合会計基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 

平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を当事業年度から適用し、

取得関連費用を発生した事業年度の費用として計上する方法に変更しております。また、

当事業年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取

得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する事業年度の計算書類に反映させる方法に

変更しております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)及び事業分離

等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当事業年度の期首時点

から将来にわたって適用しております。

　これによる計算書類に与える影響はありません。

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務

上の取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28

年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定

額法に変更しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

－ 10 －
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３．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

建物 485,423千円

構築物 8,013千円

機械及び装置 61,079千円

土地 1,671,622千円

計 2,226,138千円

また、上記の他に関係会社の土地、建物を担保に供しております。

上記の物件に対応する債務

短期借入金 2,391,839千円

長期借入金 755,343千円

計 3,147,182千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 24,473,377千円

(3) 関係会社に対する金銭債権、金銭債務は次のとおりであります。

① 長期金銭債権 433,839千円

② 短期金銭債務 3,061千円

(4) 期末日満期手形の処理について

　期末日満期手形の処理は、手形交換日をもって決済処理しております。したがって、当事

業年度末日は金融機関が休日のため、次のとおり期末日満期手形が当事業年度末残高に含ま

れております。

支払手形 11,283千円

営業外支払手形 3,583千円

４．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

① 営業費用 7,733千円

② 営業取引以外の取引高 2,547千円

③ 固定資産の購入高 1,969千円

－ 11 －
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５．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 880株 －株 －株 880株

６．税効果会計に関する注記

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

たな卸資産評価損 16,856千円

未払事業税 5,479千円

減価償却の償却超過額 243,063千円

減損損失 1,162,782千円

退職給付引当金 22,260千円

貸倒引当金 45,948千円

投資有価証券評価損 12,335千円

関係会社株式評価損 73,812千円

繰越欠損金 1,603,528千円

その他 2,524千円

繰延税金資産小計 3,188,592千円

評価性引当額 △3,188,592千円

繰延税金資産合計 －千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 516千円

繰延税金負債合計 516千円

繰延税金負債の純額 516千円

７．リースにより使用する固定資産に関する注記

　貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器、製造設備等の一部については、所有権移

転外ファイナンス・リース契約により使用しております。

－ 12 －
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８．関連当事者との取引に関する注記

　子会社等

種類
会社等の
名称

住所

資本金
又は
出資金
(千円)

事業の
内容

議決権等の
所有割合
（％）

関連当事者との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社

㈱倉元マ
シナリー

宮城県

名取市
22,000

産業用機械
の製造販売

所有
直接
73.5

兼任４名

製造設備の
購入
資金の援助
(注)２．
担保被提供

修繕部材等
の購入
(注)３.

1,733

未払金 3,061
製造設備の
購入
(注)３.

1,969

― －
投資その
他の資産
(その他)

433,839

当社の借入
金に対する
土地・建物の
担保被提供

200,000 － －

㈱倉元ラ
イフステ
ーション

宮城県

栗原市
20,000 訪問看護

所有
直接

100.0
兼任３名 － 資金の返済 200,000 － －

(注)１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。

２．資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。なお、担保は受け入れておりま

せん。

３．取引条件の決定方針は、一般の取引先と同様に両者間の交渉により決定しており、支払条件も一般の取引先と同

様であります。

４．子会社に対する債権のうち貸倒懸念債権及び破産更生債権等に対して107,594千円の貸倒引当金、19,532千円の貸

倒引当金繰入額及び21,623千円の貸倒引当金戻入額を計上しております。

９．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 30円09銭

(2) １株当たり当期純損失 29円32銭

10．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

－ 13 －
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